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124004 駐車広場管理運営委託（柴又公園駐車場）

区分

事業区分 施策体系 1240 水辺

評価者 所管課長 存廃判断 可 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

公園利用者、船着場利用者等

河川敷に設置されている公園は、立地条件から交通の便の悪いものが多いため、駐車広場
の設置で、来園者の利便性が図られている。

(事業開始 平成９年度）
公園利用者等の利便を図るために駐車場（有料）を設置し、業者委託により使用料の徴

収及び貸出し場所の管理を行っている。柴又公園は、駐車広場も含め、19年度から指定管
理者の管理へ移行する。
１ 開放日 通年
２ 規模 大型7台・普通車192台
３ 料金 1日 大型2,000円・普通車500円

葛飾区立公園条例・同条例施行規則

駐車広場は、柴又公園、河川敷運動場及び寅さん記念館、山本亭等の利用者が多く、時
期により満車の状況である。年末年始の期間については、国の占用許可を受け増設し、需
要に応えている。また、道交法の改正による駐車取締り強化や寅さんセンターのリニュー
アル効果などにより18年度の利用は向上している。

成果① 柴又駐車広場場利用台数(１９年度以降は指定管理者が管理する）

活動① 柴又駐車広場年間駐車可能台数( 同 上 ）

１９年度より指定管理者に移行するため、評価は行わない。柴又公園駐車広場をより効率
的に運営していくためには、柴又公園広場や山本亭庭園の管理と一体として指定管理者に
よる管理に移行することが必要である。併せて、駐車広場に利用料金制を導入し、柴又公
園全体の維持管理経費に充てることが合理的である。

はい 観光地柴又を支える事業として駐車広場の必要性は高い。また、寅さん記念館のリ
ニューアルや駐車取締りの強化などから駐車広場の利用状況は改善しており、需要は高ま
っている。

実施済 １８年度までは、区が事業主体となり民間委託で実施しているが、19年度からは
指定管理者による管理に移行することが可能である。

いいえ 駐車広場は、場所が限られ、照明灯がないことなどから利用上の制約がある。ま
た、毎年河川敷の冠水により使用不能の日数が生じるほか、短時間の駐車では近隣の民間
駐車場が安価であることから、区が実施する場合にはこれ以上成果を上げる余地はない。

あまりない 駐車広場は、これまでも業務委託契約により運営されており、委託経費の
削減の余地はあまりない。
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コスト分析表
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駐車広場管理運営委託（柴又公園駐車場）
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(単位：千円)


